
北朝鮮による日本人拉致問題に対する理解
を深めるための広報啓発を推進する決議

水道料金の減免措置に関する決議

下水道料金の減免措置に関する決議

　北朝鮮による日本人拉致問題は、我が
国の主権及び国民の生命と安全に関わる
最重要課題である。
東京都議会は、平成 26年６月、衆参両
院議長、内閣総理大臣、拉致問題担当大
臣等に対し、北朝鮮による日本人拉致問
題の全面解決に向け、政府一丸となって
全力で北朝鮮との交渉に当たることなど
を求める意見書を提出した。
　一方で、拉致問題が長期化する中、そ
の解決のためには、一層の世論喚起が不
可欠であり、特に若い世代に対し、拉致
問題は過去の出来事ではなく現在進行形
の人権侵害かつ犯罪行為であることへの
理解促進を図ることが重要である。
　国は、令和５年以降毎年、「北朝鮮当
局による拉致問題に関する映像作品の
活用促進等について（依頼）」等により、
アニメや映画、拉致問題解説動画、子供
向けパンフレットなど、学校等において
これまで以上に拉致問題に関する映像作
品等を活用するよう依頼している。
　この度、北朝鮮による拉致被害者家族
連絡会及び北朝鮮に拉致された日本人を
救出するための全国協議会から、拉致問
題地方議会全国協議会所属の地方議会に
対し、若い世代への広報啓発推進に向け
た求めがあった。
　よって、東京都議会は、北朝鮮による
拉致被害者全員の一日も早い帰国を実現
すべく、拉致問題に対する理解を深める
ための広報啓発を推進し、更なる取組の
充実を図っていくことを強く求めるもの
である。
　以上、決議する。

　　令和８年３月 27日
東　京　都　議　会

ワンヘルスの推進に関する決議

　人と動物の健康と環境の保全は相互に
密接に関連しているため、それらを一体
として捉えることで、関係者が連携して
課題解決に取り組むワンヘルスの理念は、
現代社会が直面する複合的課題に対応す
るための基本原則である。
　新型コロナウイルス感染症のパンデ
ミックでは、世界全体において分野横断
的な連携の必要性が浮き彫りになり、今
日では次の感染症危機への備えの観点か
らも、ワンヘルスの考え方に基づく医療、
獣医療、公衆衛生、環境分野等の相互連
携による取組の重要性が高まっている。
　都においても、人獣共通感染症に関す
る発生動向の監視や予防対策をはじめ、
動物の適正飼養の推進や、野生動物が生
息する自然環境の保全などの施策を展開
しているところである。
　こうした中､ 本年４月には「ワンヘル
スで世界の獣医療が示す未来」をテーマ
に「第 41回世界獣医師会大会」（以下「第
41回大会」という。）が東京で開催され
る予定であり、日本での開催は 1995 年
の横浜大会以来、31年ぶりとなっている。
　この第 41回大会を契機として、都
は、ワンヘルスに関するこれまでの取組
や、今後の展望を発信することなどによ
り、ワンヘルスの理念をより一層、世界
に広げる役割を担うとともに、ワンヘル
スを通じて東京の都市としての存在感を
高める必要がある。
　また、第 41回大会では、関係者が国
際的に連携することや、責任ある抗菌薬
の使用、研究開発の推進、教育や人材育
成の取組、持続可能な社会基盤の構築へ
の貢献、動物と人の共生価値の再創造な
どに関する議論が予定されており、これ
らを東京の地から世界に向けて発信して
いくことは、今後のワンヘルスの展開に
おいて極めて意義深いことである。
　よって、東京都議会は、人と動物の調
和の取れた共生社会づくりや生物多様性、
環境の保全等の取組による地域や社会の
持続的発展のため、首都東京としてワン
ヘルスを推進する都市を目指すことを宣
言するものである。
　以上、決議する。

　　令和８年３月 27日
東　京　都　議　会

　東京都議会は、平成 16年 10月、水
道料金の改定に際し、中小企業や都民生
活を守る立場から、低所得者世帯、社会
福祉施設、公衆浴場及び用水型企業につ
いて、特別の減免措置を講ずるべきとの
付帯決議を行った。
　その後、都議会では、東京の地域経済
や都民生活の状況を考慮し、令和３年３
月に減免措置の継続を求める決議を行っ
た。
　これを受けて、都は、水道料金の減免
措置を実施しているが、本年３月末日を
もってその実施期間が終了する。
　現在、我が国の景気は、緩やかに回復
しているものの、都民生活、中小企業の
業況等は依然として厳しい状況にあり、
ここで減免措置が終了することになれば、
低所得者世帯や用水型企業等に多大な影
響を与えることになる。
　よって、東京都議会は、低所得者世帯、
社会福祉施設、公衆浴場及び用水型企業
に係る水道料金について、減収分に適切
な措置を行った上、令和８年４月以降も、
減免措置を継続するよう強く求めるもの
である。
　以上、決議する。

　　令和８年３月 27日
東　京　都　議　会

　東京都議会は、平成 10年３月の下水
道料金改定に際し、都民生活に与える影
響を考慮して、社会福祉施設等に対する
料金の減免措置を求めるほか、高齢者世
帯及び生活関連業種のうち、特に必要と
認めるものについても、値上げの影響に
よる激変緩和の観点から、一定期間の減免
措置を求めた。
　その後、都議会では、東京の地域経済
や都民生活の状況を考慮し、減免措置の
継続を求める決議を重ねてきた。
　これを受けて、都は、現在まで減免措
置を継続実施してきているが、本年３月
末日をもってこれらの減免措置は終了す
る。
　現在、我が国の景気は、緩やかに回復
しているものの、都民一人一人の生活や
個人商店、零細企業の経営状況が改善さ
れるまでには至っておらず、依然として
厳しい状態が続いている。
　よって、東京都議会は、都民生活を守
る立場から、社会福祉施設、低所得者世
帯、公衆浴場、医療関係施設等並びに高
齢者世帯及び生活関連業種のうち、特に
必要と認められるものについて、減免措
置に伴う下水道事業の減収分に対する適
切な措置を講じた上、令和８年４月以降
も、下水道料金の減免措置を継続するよ
う強く求めるものである。
　以上、決議する。

　　令和８年３月 27日
東　京　都　議　会
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一般会計／都営住宅等事業会計／臨海地域開発事業会計 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○ × 可決
水道事業会計 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決
国民健康保険事業会計 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ × 可決
地方独立行政法人東京都立病院機構貸付等事業会計／交通事業会計／高速
電車事業会計 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決

用地会計／中央卸売市場会計／都市再開発事業会計／下水道事業会計 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
特別区財政調整会計／地方消費税清算会計／都営住宅等保証金会計／臨海
都市基盤整備事業会計／港湾事業会計／電気事業会計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決

小笠原諸島生活再建資金会計／母子父子福祉貸付資金会計／心身障害者扶
養年金会計／中小企業設備導入等資金会計／林業・木材産業改善資金助成
会計／沿岸漁業改善資金助成会計／と場会計／都市開発資金会計／公債費
会計／工業用水道事業清算会計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
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度
補
正
予
算

中央卸売市場会計（第１号） ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
一般会計（第６号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決
特別区財政調整会計（第２号）／地方消費税清算会計（第１号）／港湾事
業会計（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
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例
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東京都高等学校等教育改革促進基金条例 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
令和七年度分の都及び特別区並びに特別区相互間の財政調整の特例に関す
る条例／東京における宅地開発の無電柱化の推進に関する条例／東京都小
笠原移住定住促進住宅条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一　
　
部　
　
改　
　
正

東京都宿泊税条例 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○ ○ 可決
東京都知事等の給料等に関する条例／東京都選挙管理委員の報酬及び費用
弁償条例／東京都監査委員の給与等に関する条例／東京都議会議員の議員
報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例／東京都教育委員会教育長の給
与等に関する条例

○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ × 可決

東京都国民健康保険事業費納付金条例 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ × 可決
学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例／学校職員の給与に関す
る条例／義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する
条例／学校職員の特殊勤務手当に関する条例

○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 可決

東京都附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例／非常勤職員の
報酬等に関する条例／東京都人事委員会委員の給与等に関する条例／東京
都保健医療局関係手数料条例／食品衛生法施行条例／東京都道路占用料等
徴収条例／東京都河川流水占用料等徴収条例／東京都霊園条例／東京都貸
切自動車条例

○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

東京都子供・子育て会議条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決
東京都職員定数条例／選挙長等の報酬及び費用弁償に関する条例／東京都
教育委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 可決

特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例／市町村における東
京都の事務処理の特例に関する条例／都及び特別区並びに特別区相互間の
財政調整に関する条例／東京都区市町村振興基金条例／東京都行政手続条
例／東京都都税条例／東京都固定資産評価審査委員会の委員の報酬及び費
用弁償に関する条例／東京都固定資産評価員の報酬及び費用弁償に関する
条例／東京都収用委員会委員等の報酬及び費用弁償に関する条例／東京都
公益認定等審議会条例／東京都教育委員会の事務処理の特例に関する条例
／学校職員の定数に関する条例／都立学校の学校医、学校歯科医及び学校
薬剤師の公務災害補償に関する条例／東京都都市整備局関係手数料条例／
高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例／東京都小笠
原住宅条例／東京都営住宅条例／東京都都営住宅等事業会計条例／東京都
児童相談所条例／東京都女性福祉資金貸付条例／東京都後期高齢者医療財
政安定化基金条例／東京都立職業能力開発センター条例／東京海区漁業調
整委員会委員及び東京都内水面漁場管理委員会委員の報酬及び費用弁償に
関する条例／東京都港湾管理条例／東京都労働委員会委員の報酬及び費用
弁償に関する条例／東京都公安委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条
例／警視庁の設置に関する条例／警視庁職員の特殊勤務手当に関する条例
／東京消防庁職員定数条例／東京消防庁職員の特殊勤務手当に関する条例
／火災予防条例／特別区の消防団員等の公務災害補償に関する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

廃
止 多摩都市計画多摩土地区画整理事業施行規程等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

契　約

善福寺川上流地下調節池工事請負契約 ○ ○ ○�
一部×○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 可決

防災船製造（その３）請負契約／防災船製造（その４）請負契約 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決
「新たな教育のスタイル」の実施校（仮称）（７）新築電気設備工事請負契約／
「新たな教育のスタイル」の実施校（仮称）（７）新築空調設備工事請負契約 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

都営住宅７Ｈ－１０６西（府中市栄町一丁目第２）工事その２請負契約／都
営住宅７Ｈ－１１５東（江東区辰巳一丁目）工事その２請負契約／都営住宅
７Ｍ－１０３・１０４東（足立区辰沼一丁目）工事請負契約／都営住宅７Ｈ
－１３２東（足立区辰沼一丁目）工事請負契約／都営住宅７Ｈ－１２１東及
び７Ｍ－１２２東（葛飾区柴又三丁目）工事請負契約／都立晴海総合高等学
校（７）空調設備改修工事その２請負契約／都立葛西工科高等学校（７）空
調設備改修工事請負契約／都立村山特別支援学校（７）改築給水衛生設備工
事その３請負契約／都立村山特別支援学校（７）改築電気設備工事その３請
負契約／新中川護岸耐震補強工事（その３２）請負契約／石神井川整備工事
（その１７２）請負契約／新河岸川防潮堤耐震補強工事（その７）請負契約
／新海面処分場（７）Ｄブロック西側護岸遮水・上層裏埋工事請負契約／道
路改修工事（７南東－南多摩尾根幹線鶴牧）請負契約

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

事　件

首都高速道路株式会社が行う高速道路事業の変更に対する同意／令和８年
度の連続立体交差事業の実施に伴う費用の関係特別区・市の負担／多摩川
流域下水道野川処理区、北多摩一号処理区、北多摩二号処理区、多摩川上
流処理区、南多摩処理区、浅川処理区及び秋川処理区並びに荒川右岸東京
流域下水道荒川右岸処理区の改良に要する費用の関係市町村の負担／多摩
川流域下水道野川処理区、北多摩一号処理区、北多摩二号処理区、多摩川
上流処理区、南多摩処理区、浅川処理区及び秋川処理区並びに荒川右岸東
京流域下水道荒川右岸処理区の維持管理に要する費用の関係市町村の負担

○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

包括外部監査契約の締結／地方独立行政法人東京都立病院機構に対する出
資／地方独立行政法人東京都立病院機構定款の変更／東京都立多幸湾公園
の指定管理者の指定／令和７年度の連続立体交差事業の実施に伴う費用の
関係特別区の負担の変更

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

諮　問
地方自治法第２０６条の規定に基づく審査請求に関する諮問 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 棄却すべき
地方自治法第２３８条の７の規定に基づく審査請求に関する諮問 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 棄却すべき

専　決 地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分した令和７年度東京
都一般会計補正予算（第５号）の報告及び承認 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承認

人　事

東京都教育委員会委員の任命（宮原京子） ○ ○ ○�
一部×○ ○ ○ × × ○ ○ ○ × 同意

東京都副知事の選任（山下聡） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 同意
東京都収用委員会委員の任命（松尾弘、川添義弘）／東京都収用委員会予備
委員の任命（磯部達雄）／東京海区漁業調整委員会委員の任命（森川謙） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

議　員　提　出　議　案
条　
例

一
部
改
正

東京都心身障害者福祉手当に関する条例／東京都電車条例／東京都乗合自
動車条例／東京都地下高速電車条例／東京都日暮里・舎人ライナー条例 × × × × ○ × × × × × × ○ 否決

東京都議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 × × × × ○ × × ○ × × × ○ 否決

決　議

ワンヘルスの推進に関する決議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決
北朝鮮による日本人拉致問題に対する理解を深めるための広報啓発を推進
する決議／水道料金の減免措置に関する決議／下水道料金の減免措置に関
する決議

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

件 名 議員数
会派等名

○賛成 ×反対令和８年第１回定例会　　各会派等の議案への賛否

2
2
2
2
22
2
22
2

22
2
22
2
22
2

2

三 校


